
【研修概要】

目的

対象者

定　員 ５０名程度

開催日程等 １日間コース

実施日 参加人員

1 5月8日(火) 46

2 6月20日(木) 12

3 7月5日(木) 25

4 7月19日(木) 7

5 9月6日(木) 17

6 9月27日(木) 8

7 10月18日(木) 45

8 11月7日(水) 22

合計 182

（２）原子力災害対策要員研修

【研修概要】

目的 原子力防災に関する基礎知識や災害対策に必要な住民防護等の基礎知識を習得する。

対象者

定　員 ５０名程度

開催日程等 1日間コース

No. 回数 自治体名 実施日 参加人員

1 6月19日(火) 45

2 6月20日(水) 35

3 9月10日(月) 24

4 10月5日(金) 52

5 11月27日(火) 42

6 11月29日(木) 30

7 8月28日(火) 25

8 8月29日(水) 24

平成３０年度原子力防災研修の実績

原子力防災及び原子力災害対応業務に従事する指定行政機関、指定地方行政機関、地方公
共団体、指定公共機関、指定地方公共機関、原子力事業者等の職員。

会場

1 北海道
後志総合振興局

後志総合振興局

2 青森県
青森県観光物産館アスパム

むつ市役所庁舎

フォレスト仙台

石巻市河北総合総合センタービッグバン

4 福島県
福島市民会館

福島市民会館

3 宮城県

関東地区

（１）原子力防災基礎研修

原子力災害時に必要となる放射線に関する基礎知識及び放射線測定器等の取扱いについて
習得する。

原子力災害対策業務に初めて従事する行政、防災関係機関の国家職員。

内閣府講堂

大阪大学中之島センター

同志社大学東京オフィス

札幌コンベンションセンター

福岡国際会議場

広島国際会議場

仙台国際センター

同志社大学東京オフィス

開催地区 会　場

関東地区

関西地区

関東地区

 北海道地区

九州地区

山陰地区

東北地区
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9 8月27日(月) 9

10 10月2日(火) 17

11 5月24日(木) 56

12 7月17日(火) 13

7 13 神奈川県 11月22日(木) 34

14 10月15日(月) 42

15 10月16日(火) 44

16 7月30日(月) 29

17 7月31日(火) 33

18 5月28日(月) 64

19 6月26日(火) 20

11 20 岐阜県 11月7日(水) 35

21 7月26日(木) 24

22 9月26日(水) 22

13 23 滋賀県 8月2日(木) 33

14 24 京都府 9月27日(木) 27

15 25 大阪府 11月21日(水) 34

16 26 鳥取県 8月21日(火) 36

27 8月20日(月) 18

28 9月4日(火) 27

29 1月30日(火) 40

30 1月31日(水) 35

20 31 福岡県 9月19日(水) 55

21 32 長崎県 8月23日(木) 44

33 9月20日(木) 27

34 10月31日(水) 26

35 11月1日(木) 55

36 11月20日(火) 36

合計 1,212

5 茨城県
茨城県原子力オフサイトセンター

茨城県立県民文化センター

6 東京都
田中田村町ビル

スタンダード会議室虎ノ門ヒルズＦＲＯＮＴ店

神奈川産業振興センター

8 新潟県
新潟県ユニゾンプラザ

柏崎産業文化会館

9 石川県
石川県地場産業振興センター

石川県地場産業振興センター

10 福井県
ニューサンピア敦賀

ニューサンピア敦賀

岐阜県揖斐総合庁舎

御前崎市研修センター

御前崎市研修センター

滋賀県危機管理センター

市民交流プラザふくちやま

エル・大阪

米子コンベンションセンター

18 島根県
くにびきメッセ

くにびきメッセ

12 静岡県

23 鹿児島県
薩摩川内市消防局

薩摩川内市消防局

19 愛媛県
松山市総合コミュニティセンター

私立八幡浜総合病院

福岡県中小企業振興センター

佐世保市中央公民館

22 佐賀県
虹の松原ホテル

佐賀市文化会館
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（３）原子力災害対策本部図上演習

【研修概要】

目的

対象者

定　員 １００名

開催日程等 ２日間コース

実施日 *参加人員

1 6月12日(火),13日(水) 169

2 8月29日(水),30日(木) 75

3 10月9(火)、10日(水) 50

4 10月23日(火)、24日(水) 68

5 10月30日(火)、31日(水) 88

6 11月29日(木)、30日(金) 59

7 12月13日(木)、14日(金) 97

8 10月18(火)、19日(水） 63

9 1月17日(木),18日（金） 77

10 2月21日(木)、22日(金) 71

※参加人員は2日目の数 合計 817

（４）中核人材研修

【研修概要】

目的

対象者

定　員 ２０名程度、１００名程度（セミナー）

開催日程等 初級：２日間コース、中級：半日・1日間コース、セミナー：半日間コース

実施日 *参加人員

1 7月9日(月),10日(火) 8

2
９月１８日(火)または１０
月９日(火),１０日(水)

7

3 10月9(火)、10日(水) 10

4 12月14日(金) 16

5 1月11日(金) 29

6 12月11日(火),12日(水) 16

7 1月9日(水),10日(木) 9

8 7月30日(月) 60

9 12月17日(月) 64

※参加人員は実施日が2日間ある場合は2日目の数 合計 219

道府県職員・初級

セミナー

セミナー

日本原子力研究開発機構東京事務所

秋葉原ＵＤＸ

御茶ノ水ソラシティ　カンファレンスセンター

国職員・初級 内閣府、三菱総合研究所

国職員・中級

国職員・中級

道府県職員・初級

原子力規制庁

原子力規制庁

日本原子力研究開発機構東京事務所

災害対策本部等の中核的役割を担う要員を対象として、防護措置に関する意思決定や判断
に必要な知識と能力を講義及び図上演習をとおして習得する。

原子力防災及び原子力災害対応業務に従事する指定行政機関、指定地方行政機関、地方公
共団体等の職員。

コース 会　場

国職員・初級 　商工会館

国職員・初級
秋葉原ＵＤＸ、同志社大学東京サテライト・
キャンパス

　福井県大飯原子力防災センター

会　場

佐賀県オフサイトセンター

女川暫定オフサイトセンター

石川県志賀オフサイトセンター

島根県原子力防災センター

茨城県原子力オフサイトセンター

愛媛県オフサイトセンター

緊急事態応急対策等拠点施設等における原子力災害対応業務に関する能力の習得及び緊急
時対応や地域防災計画（避難計画等）の確認等を行う。

原子力防災及び原子力災害の業務に従事する指定行政機関、指定地方行政機関、地方公共
団体、指定公共機関、指定地方公共機関、原子力事業者等の職員のうち、緊急事態応急対
策等拠点施設に参集する者若しくは代理者。

 佐賀県

福井県

自治体名

 島根県

 宮城県

静岡

 石川県

茨城県

愛媛県

 北海道

 鹿児島県 鹿児島県原子力防災センター

静岡県オフサイトセンター

北海道原子力防災センター
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（５）実務人材研修

【研修概要】

目的

対象者

定　員 １５～２０名程度

開催日程等 半日・1日間コース

実施日 参加人員

1 1月25日(金) 6

2 2月13日(水) 10

3 3月12日(火) 3

4 11月28日(木) 7

5 12月3日(月) 6

※検討会として実施したが、一部研修内容も実施 合計 32

避難退域時検査 日本原子力研究開発機構東京事務所

*バス避難

*バス避難

日本原子力研究開発機構東京事務所

日本原子力研究開発機構東京事務所

・避難退域時検査の具体的計画及びマニュアル等を作成できる人を育成する。
・バスによる避難等の対応の具体的計画及びマニュアル等を作成できる人を育成する。

原子力防災及び原子力災害対応業務に従事する指定行政機関、指定地方行政機関、地方公
共団体等の職員。

コース 会　場

避難退域時検査 日本原子力研究開発機構東京事務所

避難退域時検査 日本原子力研究開発機構東京事務所
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